









































































4) 知財高判平 17・10・31平 17(ネ）第 10079号〔カラビナ事件〕、東京地判平 16・
10・29判時 1902-135〔ラップフィルム摘み具事件〕。高田忠「意匠法』（有斐閣・
1969) 34頁、茶園成樹編「意匠法』（有斐閣・ 2012)107頁〔茶園〕、渋谷達紀『知
的財産法講義I 〔第 2版〕』（有斐閣・ 2007)604頁。











































8) 意匠審査基準 22.1 . 3 . 1 . 2 (2)。裁判例としては、前掲カラビナ事件、大阪高決
昭 56・9・28無体裁集 13-2 -630 〔薬品保管庫事件〕等。茶園編・前掲注 4)107 
頁〔茶園〕。用途・機能の意義等については、青木博通「物品の類否判断基準〔薬
品保管庫事件〕」商標・ 意匠・不正競争判例百選 (2007) 110頁も参照。





催意匠シンポジウム意匠の類似（前半）」パテント 63巻 10号 (2010) 19頁、
32-33頁〔飯村敏明〕。


























14) 意匠審査基準 71.2. 1 (2)。
15) 工業所有権審議会意匠小委員会 r工業所有権審議会意匠小委員会報告書ーデザイ
ン創造時代へ向けて』（特許庁・ 1997) 17頁、 http://www.jpo.go.jp/shiryou/
toushin/toushintou/pdf/syoiin/04.pdf。





















17) 大阪地判平 17・12・15判時 1936-155〔化粧用バフ事件〕。当該事件は控訴審に













































































































25) 工業所有権審議会意匠小委員会・前掲注 15) 17頁。
26) 確認できる限りでは、東京地判平 25・4・19平 24(ワ）第 3162号〔サンダル事
部分意匠の類否に関する一考察 199 
審査の段階における類似性の判断と、権利範囲に係る類似性の判断は同様と捉え

























































法（第 5版〕』（有斐閣・ 201O) 375-376頁等。対立する独立説の立場については、
佐藤恵太「部分意匠の権利範囲に関する覚書」牧野利秋判事退官記念『知的財産
法と現代社会J(1言山社出版・ 1999)689頁、 692-693頁参照。






























34) 「意匠法第 9条第 1項又は第 2項の規定は、全体意匠の意匠登録出願同士又は部
分意匠の意匠登録出願同士、すなわち、意匠登録を受けようとする方法及び対象
が同じ意匠登録出願同士においてその適用について判断する」（意匠審査碁準 61.




























































39) 工業所有権審議会意匠小委員会・前掲注 15) 18頁。

























大阪地判平成 17・12・15判夕 1214号 268頁」バテント 61巻 2号〔2008〕邸頁
等参照）、権利範囲の問題とは次元の異なる差異と考えられる。したがって、両
者の効果としては理論的な差はないものと考えられる。




































































































44巻3号 (2004) 1頁、 7-8頁参照。





54) 峯・前掲注 23) 114頁、および 129-130頁も参照。
55) 同様に利用関係を否定するものとして、小谷悦司「064登録意匠の利用関係」小

















① ：全体意匠 A/8が公知である場合に、部分意匠 aを出願した。
② ：部分意匠 aが先願である場合に、全体意匠 A/8を出願した。
③ ：部分意匠 aに係る意匠権が存在する場合に、全体意匠 A/8を無許諾で実
施した。
部分意匠の部分と同様の a以外特徴のない全体意匠 Aについては上段、それ
















































この点、同法 3条 1項 3号と 9条における類似性に差異があるようにも思われ


















































ず、侵害も利用関係を念頭に置いたものとなろう。また、 3条 1項 3号について
は、物品の類似性等の趣旨にも関わるが、部品の意匠に近づけて考えた場合には、
当該部分の用途・機能も注目され得ることになるであろう。
また、二つ目の視点として、後顧全体意匠における、部分意匠に係る部分以外
の部分の評価についても注目される。この点が後願全体意匠の登録余地や、利用
関係の成否等に影響することとなる。評価をする立場では、その程度によって、
後願全体意匠の登録余地を認めることとなり、また裁定実施を念頭に置いた利用
関係の成立が想定されよう。
部分意匠制度と他の意匠との関係を整理し、意匠法全体との関係で適切に位置
付けることで、部分意匠の意義や有用性が明らかになる。その利用を活発化させ
るためにも、これらの議論をどのように組み合わせれば最適な制度となるか、検
討が必要であろう。
VI おわりに
本稿では、いくつかの代表的な場面を通じて、部分意匠の類否とそれに連なる
問題について、その整理を試みた。もちろんこれで議論が尽きるものではなく、
意匠の物品性や本質的な類似概念のあり方等、本来前提とされるべき大きな問題
はいくつもあるものと思われる。ただ部分意匠という切り口から、裁判例や学説
を横断的に整理し、検討されなければならない事項が多少なりとも明らかになっ
たとすれば、本稿の目的は達成されたことになる。
今後画面デザインの保護拡充等、意匠制度の活性化に向けた動きもあり得ると
ころ、理論的な側面からも議論を進め、バックアップしていく必要があろう。
